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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第123期 

第３四半期連結 
累計期間 

第124期 
第３四半期連結 

累計期間 
第123期 

会計期間 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 12月31日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 12月31日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 13,373,335 21,642,181 20,814,920 

経常損失（△） （千円） △396,343 △565,457 △350,514 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△） 
（千円） △422,118 △572,792 △466,194 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △424,321 △580,984 △376,865 

純資産額 （千円） 7,205,880 6,449,041 7,153,883 

総資産額 （千円） 8,327,415 7,756,338 8,205,117 

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△） 
（円） △1.46 △1.98 △1.61 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 86.27 84.81 87.07 

 

回次
第123期

第３四半期連結
会計期間

第124期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自平成26年
 10月１日
至平成26年
 12月31日

自平成27年
 10月１日
至平成27年
 12月31日

１株当たり四半期純損失金額

（△）
（円） △1.46 △1.01

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、1株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第1四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純損失」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。

（1）業績の状況

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、経済政策や金融緩和策を背景に雇用情勢や企業収益の改善

等、景気は緩やかな回復基調が続いているものの、中国を始めとした海外景気の下振れ懸念等、先行きは依然とし

て不透明な状況にあります。

 このような経済状況のもと、当社グループ(当社及び連結子会社)は、貴金属市況において、金価格は、４月半ば

以降、米国利上げ時期の予測が後退したこと等を要因に緩やかに上昇したものの、需要の減退懸念やドル高等を背

景に総じて軟調に推移いたしました。プラチナ価格は、中国経済の減退及び原油価格の下落等を背景に軟調に推移

いたしました。宝飾市況においては、個人消費の本格的な回復が見込めず、依然厳しい環境のもと推移いたしまし

た。不動産市況においては、住宅ローン減税等の経済政策や低金利の継続等、富裕層を中心に住宅購買意欲は回復

基調で推移いたしました。機械市況において、内需は、政府による設備導入補助金等の投資促進策の影響から６、

７月の受注環境は堅調に推移したものの、その後は、補助金による受注の反動減により伸び悩んだこと等から、厳

しい状況の下推移いたしました。外需は、中国市場の需要減少に加え、北米市場の不振等、中古工作機械業界にお

いても厳しい状況の下推移いたしました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は21,642,181千円（前年同四半期13,373,335千円）、営業損益

は515,712千円の損失（前年同四半期311,395千円の損失）、経常損益は565,457千円の損失（前年同四半期396,343

千円の損失）、親会社株主に帰属する四半期純損益は572,792千円の損失（前年同四半期422,118千円の損失）とな

りました。

 セグメントの業績は次のとおりであります。

 貴金属事業におきましては、売上高は18,816,665千円（前年同四半期10,453,389千円）、営業損益は31,697千円

の損失（前年同四半期72,970千円の利益）となりました。

 宝飾事業におきましては、売上高は1,465,191千円（前年同四半期1,181,412千円）、営業損益は20,180千円の損

失（前年同四半期81,773千円の損失）となりました。

 不動産事業におきましては、売上高は249,829千円（前年同四半期364,181千円）、営業損益は8,164千円の損失

（前年同四半期244千円の損失）となりました。

 機械事業におきましては、売上高は1,105,449千円（前年同四半期1,337,257千円）、営業損益は129,653千円の

損失（前年同四半期20,375千円の利益）となりました。

 投資事業におきましては、営業損益は49,785千円の損失（前年同四半期6,178千円の利益）となりました。

 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（3）研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,158,900,000

計 1,158,900,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年２月12日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 289,747,982 289,747,982 東京証券取引所市場第二部
単元株式数 

100株

計 289,747,982 289,747,982 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数増
減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減 
額（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年10月１日～ 

平成27年12月31日
－ 289,747,982 － 12,782,064 － －
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（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

 

（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    95,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  289,285,800 2,892,858 －

単元未満株式 普通株式       366,982 － －

発行済株式総数 289,747,982 － －

総株主の議決権 － 2,892,858 －

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が23,600株含まれております。また、

   「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数236個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

中外鉱業株式会社
東京都千代田区丸の

内二丁目４番１号
95,200 － 95,200 0.03

計 － 95,200 － 95,200 0.03

（注）当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、95,282株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平

成27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について監査法人ハイビスカスによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,176,815 704,720 

売掛金 57,310 44,865 

商品及び製品 1,167,293 1,037,681 

仕掛品 177,287 366,904 

原材料及び貯蔵品 7,670 32,829 

販売用不動産 129,808 305,697 

仕掛不動産 329,518 329,518 

預け金 1,759,811 1,554,211 

その他 38,245 103,398 

流動資産合計 4,843,762 4,479,828 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物 1,391,685 1,394,038 

減価償却累計額 △499,774 △551,716 

建物及び構築物（純額） 891,911 842,321 

機械装置及び運搬具 526,392 520,298 

減価償却累計額 △436,921 △417,254 

機械装置及び運搬具（純額） 89,470 103,043 

土地 1,691,391 1,691,391 

その他 111,885 112,385 

減価償却累計額 △100,011 △101,229 

その他（純額） 11,873 11,155 

有形固定資産合計 2,684,645 2,647,912 

無形固定資産    

地上権 365,000 365,000 

その他 8,002 7,092 

無形固定資産合計 373,002 372,092 

投資その他の資産    

投資有価証券 142,319 101,946 

出資金 9,205 9,205 

長期未収入金 487,019 487,019 

敷金及び保証金 140,259 136,451 

その他 11,923 8,903 

貸倒引当金 △487,019 △487,019 

投資その他の資産合計 303,706 256,506 

固定資産合計 3,361,355 3,276,510 

資産合計 8,205,117 7,756,338 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 18,435 24,898 

短期借入金 － 53,640 

1年内返済予定の長期借入金 139,680 147,680 

未払金 41,036 41,845 

未払法人税等 37,169 16,523 

デリバティブ債務 － 283,663 

その他 45,708 56,536 

流動負債合計 282,030 624,786 

固定負債    

長期借入金 528,660 423,900 

長期未払金 － 21,410 

金属鉱業等鉱害防止引当金 7,033 3,953 

預り敷金保証金 22,063 21,454 

繰延税金負債 25,979 23,173 

資産除去債務 185,467 188,619 

固定負債合計 769,203 682,510 

負債合計 1,051,233 1,307,297 

純資産の部    

株主資本    

資本金 12,782,064 12,782,064 

利益剰余金 △5,600,083 △6,172,876 

自己株式 △31,119 △31,153 

株主資本合計 7,150,861 6,578,034 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 △6,928 － 

その他の包括利益累計額合計 △6,928 － 

非支配株主持分 9,950 △128,993 

純資産合計 7,153,883 6,449,041 

負債純資産合計 8,205,117 7,756,338 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

売上高 13,373,335 21,642,181 

売上原価 12,612,009 21,110,207 

売上総利益 761,326 531,973 

販売費及び一般管理費 1,072,722 1,047,685 

営業損失（△） △311,395 △515,712 

営業外収益    

受取利息 121 85 

国庫補助金収入 20,138 9,770 

保険金収入 2,061 8,564 

その他 3,250 5,772 

営業外収益合計 25,571 24,192 

営業外費用    

支払利息 9,241 6,858 

休山管理費 88,875 60,155 

その他 12,402 6,923 

営業外費用合計 110,519 73,937 

経常損失（△） △396,343 △565,457 

特別利益    

固定資産売却益 － 148 

特別利益合計 － 148 

特別損失    

固定資産除却損 963 0 

固定資産売却損 － 519 

投資有価証券売却損 － 12,066 

特別損失合計 963 12,585 

税金等調整前四半期純損失（△） △397,307 △577,894 

法人税、住民税及び事業税 16,554 12,823 

法人税等調整額 △3,757 △2,806 

法人税等合計 12,797 10,017 

四半期純損失（△） △410,104 △587,912 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△） 
12,013 △15,119 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △422,118 △572,792 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純損失（△） △410,104 △587,912 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △14,216 6,928 

その他の包括利益合計 △14,216 6,928 

四半期包括利益 △424,321 △580,984 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △436,335 △565,864 

非支配株主に係る四半期包括利益 12,013 △15,119 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平

成25年９月13日）等を第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非

支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及

び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

 「企業結合に関する会計基準」等の適用については、「企業結合に関する会計基準」第58‐2項(4)、「連結財務

諸表に関する会計基準」第44‐5項(4)及び「事業分離等に関する会計基準」第57‐4項(4)に定める経過的な取扱い

に従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来にわたって適用しております。 

 なお、当第３四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表に与える影響はありません。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

減価償却費 71,179千円 70,929千円

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自平成26年４月１日 至平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント その他 

（注）１ 
合計 

  貴金属事業 宝飾事業 不動産事業 機械事業 投資事業 研究開発 

売上高                

（1）外部顧客への

売上高 
10,453,389 1,181,412 352,158 1,337,257 24,620 5,180 19,317 13,373,335 

（2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ － 12,022 － － － － 12,022 

計 10,453,389 1,181,412 364,181 1,337,257 24,620 5,180 19,317 13,385,358 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
72,970 △81,773 △244 20,375 6,178 △40,116 △10,743 △33,352 

 

   

 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）３ 

売上高    

（1）外部顧客への

売上高 
－ 13,373,335 

（2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

△12,022 － 

計 △12,022 13,373,335 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
△278,042 △311,395 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に企画開発関連を含んでおりま

す。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△278,042千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用
△278,042千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自平成27年４月１日 至平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

              （単位：千円） 

  報告セグメント その他 

（注）１ 
合計 

  貴金属事業 宝飾事業 不動産事業 機械事業 投資事業 研究開発 

売上高                

（1）外部顧客への

売上高 
18,816,665 1,465,191 237,807 1,105,449 △26,562 － 43,629 21,642,181 

（2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ － 12,022 － － － － 12,022 

計 18,816,665 1,465,191 249,829 1,105,449 △26,562 － 43,629 21,654,203 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
△31,697 △20,180 △8,164 △129,653 △49,785 － 6,848 △232,633 

 

   

 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注）３ 

売上高    

（1）外部顧客への

売上高 
－ 21,642,181 

（2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

△12,022 － 

計 △12,022 21,642,181 

セグメント利益又は 

セグメント損失（△） 
△283,078 △515,712 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、コンテンツ事業、太陽光発電による

売電事業を含んでおります。

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額△283,078千円には、各報告セグメントに配分していない全社費用
△283,078千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

 対象物の種類が商品その他の取引であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっ

ており、かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当第３四半期連結会計期間（平成27年12月31日）

区分 種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円）

商品その他の取引
 金先物取引

 買建
8,944,837 8,661,174 △283,663

（注）デリバティブ取引はヘッジ会計を適用しておりません。

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △1円46銭 △1円98銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）
△422,118 △572,792

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株主に係る親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△） （千円）
△422,118 △572,792

普通株式の期中平均株式数（千株） 289,655 289,652

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、1株当たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年２月12日

中外鉱業株式会社 

取締役会 御中 

 

監査法人ハイビスカス 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 阿部 海輔  印 

 

 
指定社員
業務執行社員

  公認会計士 丸木 章道  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中外鉱業株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年10月１日から平成

27年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年12月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中外鉱業株式会社及び連結子会社の平成27年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の4の8第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成28年２月12日

【会社名】 中外鉱業株式会社

【英訳名】 Chugai Mining Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 芳賀 一利 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長芳賀一利は、当社の第124期第３四半期（自平成27年10月１日 至平成27年12月31日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


